
令 和 ６ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（経済産業省　経済産業政策局　産業人材課） 

項 目 名 大企業向け賃上げ促進税制の拡充及び延長 

税 目 

法人税 
租税特別措置法 42条の 12の 5 
租税特別措置法施行令第 27条の 12の 5 

所得税 
租税特別措置法 10条の 5の 4 
租税特別措置法施行令第 5条の 6の 4 

要

望

の

内

容

【制度の概要（現行の要件）】 
 青色申告を提出する事業者が、令和 4年 4 月 1日から令和 6年 3 月 31日まで
の間に開始する各事業年度（個人の場合は令和 5 年から令和 6 年の各年）に、
国内雇用者に対して給与等を支給する場合において、継続雇用者給与等支給額
が前期の継続雇用者給与等支給額から 3％以上増加している場合、その法人の
雇用者給与等支給増加額の 15％の税額控除ができる。 

さらに、次の要件を満たす場合には、それぞれ税額控除率が上乗せされる。 
① 継続雇用者給与等支給額が前期の継続雇用者給与等支給額から 4％以上増

加している場合は 10％上乗せ
② 教育訓練費の額が前期の教育訓練費の額から 20％以上増加している場合

は 5％上乗せ

なお、税額控除を受ける金額は当期の法人税額の 20％を限度とする。 
 ただし、その事業年度終了の時において、その法人の資本金の額又は出資金
の額が 10 億円以上であり、かつ、その法人の常時使用する従業員の数が 1,000
人以上である場合には、給与等の支給額の引上げの方針、下請事業者その他の
取引先との適切な関係の構築の方針その他の事項を公表している場合として一
定の場合に該当する場合に限る。 

【要望の内容】 
今年の 30 年ぶりの高い水準の賃上げ率を一過性のものとせず、少子化対策に

もつながる「構造的・持続的な賃上げ」を実現する観点から、本税制の延長期
間を長期化する。 
加えて、賃上げを行う企業の裾野の拡大に向けて、中堅企業に対する措置を

強化するとともに、赤字等の厳しい業況の中にある中堅企業の賃上げを後押し
する観点から、税額控除額が控除の上限額を超えた場合に、控除しきれなかっ
た金額の繰越しを認める措置を創設する。 
さらに、仕事と子育ての両立や女性活躍支援に積極的な企業に対する控除率

の上乗せ措置を創設する。 

 平年度の減収見込額 精査中 

(制度自体の減収額) 

(改 正 増 減 収 額) 

(▲98,000 百万円)

(▲164,000 百万円
の内数) 
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⑴ 政策目的

企業の賃上げを促進することで、企業が上げた収益の労働者への分配が進
み、消費の拡大につながり、更なる経済成長が生まれるという「成長と分配の
好循環」を実現し、日本経済を成長軌道に乗せていく。 

⑵ 施策の必要性

今年の春闘の賃上げ率は 30 年ぶりの高水準となったが、一時的な物価上昇を
理由にした賃上げも多いのが実態。今後物価上昇率が安定したとしても、今年
の賃上げ率を一過性のものとせず、来年以降も高い水準の賃上げが必要。この
ため、本税制の延長期間を長期化することで、政府の長期的な方針を明確に
し、賃上げに関する企業の計画的な検討を促し、「構造的・持続的な賃上げ」
をより強力に進めることが必要。 

加えて、賃上げを行う企業の裾野を拡大する観点からは、地域経済のけん引
役として良質な雇用を生み出すことが期待される中堅企業について、赤字等の
厳しい業況の中にある企業も含めて賃上げを後押しすることが必要。 

さらに、我が国の最重要課題である少子化問題の根本原因である若者・子育
て世代の所得の低さの改善を図る観点から、所得向上と、仕事と子育ての両立
や女性活躍への支援の両方を追求する企業に対する賃上げを後押しすることが
必要。 

今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項

合

理

性

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

１．経済構造改革の推進 

○経済財政運営と改革の基本方針 2023（抜粋）
第１章 マクロ経済運営の基本的考え方
１．本基本方針の考え方
「新しい資本主義」を通じて、経済の付加価値を高め、企業

が上げた収益を構造的賃上げによって労働者に分配し、消費も
企業投資も伸び、更なる経済成長が生まれるという「成長と分
配の好循環」を成し遂げる。また、社会全体でこども・子育て
を支える社会の構築や全てのこどもがチャンスを得られる教育
制度の確保、生活の安定や将来の安心の基盤となる社会保障制
度の持続可能性の向上、多様な価値観が尊重される包摂社会の 
実現に向けた取組等を通じ、分厚い中間層を復活させていく。 

第２章 新しい資本主義の加速 
１．三位一体の労働市場改革による構造的賃上げの実現と「人
への投資」の強化、分厚い中間層の形成 
（家計所得の増大と分厚い中間層の形成） 
中小企業等の賃上げの環境整備については、賃上げ税制や補

助金等における賃上げ企業の優遇等の強化を行う。その際、赤
字法人においても賃上げを促進するため、課題を整理した上
で、税制を含めて更なる施策を検討する。 

○新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2023 改訂版
（抜粋）
Ⅰ．資本主義のバージョンアップに向けて
１．新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画の改訂の
考え方
新しい資本主義を通じて、官民が連携し、社会課題を成長の

エンジンへと転換することで、経済の付加価値を高めつつ、企
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業が上げた収益を労働者に分配し、消費も企業投資も伸び、更
なる経済成長が生まれるという成長と分配の好循環を成し遂
げ、分厚い中間層を復活させていく。 
（中略） 
３．「市場も国家も」による課題解決と新たな市場・成長、国
民の持続的な幸福実現 
新しい資本主義は一人ひとりの国民の持続的な幸福を実現す

るものでなければならない。官民連携による社会的課題の解決
とそれに伴う新たな市場創造・成長の果実は、多くの国民・地
域・分野に広く還元され、成長と分配の好循環を実現していく
必要がある。 

Ⅲ．人への投資・構造的賃上げと「三位一体の労働市場改革の
指針」 
（７）多様性の尊重と格差の是正
②中小・小規模企業等の賃上げに向けた環境整備等
ⅱ）中小・小規模企業の生産性向上支援策の推進
中小・小規模企業等の賃上げ実現に向けて、賃上げ税制や補

助金等における賃上げ企業の優遇や、ものづくり補助金、事業
再構築補助金等を通じた生産性向上等への支援の一層の強化に
取り組む。その際、赤字法人においても賃上げを促進するた
め、課題を整理した上で、税制を含めて更なる施策を検討す
る。 

政 策 の 

達成目標 
個人の所得水準の改善を通じた消費拡大及びそれに伴う「成

長と分配の好循環」の実現 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

「構造的・持続的な賃上げ」を実現する観点から、租特の延
長期間を長期化する等の措置を講ずる。 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

個人の所得水準の改善を通じた消費拡大及びそれに伴う「成
長と分配の好循環」の実現 

政策目標の

達 成 状 況 

平成 25年度に創設された本税制措置の成果もあり、平成 26年

以降、平均給与額※は堅調に上昇。 

（平成）            （令和） 

26年 27年 28年 29年 30年 元年 2年 3年 

万円 415 420 422 432 441 446 433 443 

※国税庁「国民給与実態統計調査」における給与所得者１人
当たりの平均給与額（各年における１年間の給料・手当及び
賞与の合計額）。

有

効

性

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

精査中 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

「構造的・持続的な賃上げ」を実現し、個人の所得水準の改善
を通じた消費拡大及びそれに伴う「成長と分配の好循環」の実
現が図られる。 
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相

当

性

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

― 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

― 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

― 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 企業の賃上げを促進することで、企業が上げた収益の労働者
への分配が進み、消費の拡大につながり、更なる経済成長が生
まれるという「成長と分配の好循環」を実現し、日本経済を成
長軌道に乗せていく、という政策目的を達成するためには、全
国遍く政策効果が行き渡る税制措置を講ずることが適当。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

〇適用事業者数 
令和元年度 11,248件 
令和２年度  6,126件 
令和３年度  6,546件 
（出典：財務省「租税特別措置の適用実態調査」） 

○減収額実績
令和元年度 1,136億円
令和２年度  818億円 
令和３年度  980億円 
（出典：財務省「租税特別措置の適用実態調査」） 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

租税特別措置法の条項：42条の 12の５第１項 
適用件数：6,546件 
適用額 ：980億円 
※令和３年度の適用状況

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

平成 25年度に創設された本税制措置の成果もあり、平成 26年

以降、平均給与額※は堅調に上昇。 

（平成）            （令和） 

26年 27年 28年 29年 30年 元年 2年 3年 

万円 415 420 422 432 441 446 433 443 

※国税庁「国民給与実態統計調査」における給与所得者１人
当たりの平均給与額（各年における１年間の給料・手当及び
賞与の合計額）。

前回要望時 

の達成目標 

― 
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前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

― 

これまでの 

要 望 経 緯 

・ 平成 25年度 創設：
所得拡大促進税制（給与等支給額の平成 24 年度からの増加額
の 10％を税額控除）の創設。適用期限は平成 27年度末。

・ 平成 26年度 拡充及び延長：
給与等支給額の総額増加要件の緩和及び適用期限の 2 年延
長。

・ 平成 27年度 拡充：
給与等支給額の総額増加要件の緩和。

・ 平成 29年度 拡充：
給与等支給額の平均額増加要件の厳格化。

・ 平成 30年度 創設：
大企業分の所得拡大促進税制廃止及び賃上げ・生産性向上の
ための税制（給与等支給額の前年度からの増加額の 15％又は
20％を税額控除）の創設。適用期限は令和 2年度末。

・ 令和 2年度 延長・見直し：
設備投資の減価償却費割合要件の厳格化。

・ 令和３年度 延長・見直し：
継続雇用者給与等支給額の増加要件を新規雇用者給与等支給
額の増加要件へ改組。設備投資の減価償却費割合要件を廃
止。

・ 令和４年度 延長・見直し：
新規雇用者給与等支給額の増加要件を継続雇用者給与等支給
額の増加要件へ改組。控除率の拡充。
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